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研究成果の概要（和文）：地域住民を運動支援ボランティア（リーダー）として養成し、運動自主グループに参加する
ことによって参加者およびリーダーのソーシャル・キャピタルが高まるか検証した。その結果、運動自主グループの参
加者、リーダーのソーシャル・キャピタルは一般住民と比べて、元々高いことがわかった。多くの項目においてグルー
プ活動を通した変化は認められなかったが、リーダーとして1年間活動することでリーダーの「家族以外で健康状態が
気になる人の数」が有意に増加した。今後、ソーシャル・キャピタルが低い集団・地域で当該活動が根付くのか、また
ソーシャル・キャピタルが醸成されるのか改めて検討する必要がある。

研究成果の概要（英文）：Social capital links to health status and longevity. Because exercise is a commuta
tion tool, people who exercise with friends may enhance their social capital. The purpose of the study was
 to examine whether an exercise place created by senior volunteers enhances social capital of the voluntee
rs and participants. The volunteers and participants in self-management exercise class had higher social c
apital than general residents. Although almost variables of social capital were not significantly enhanced
 via experiencing self-management exercise class, number of concerned neighborhoods because of their healt
h was significantly increased in the volunteers. Future study should be conducted in an area of poor socia
l capital.
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１． 研究開始当初の背景 
 
 現在、日本では健康格差が広がっており、
健康の社会的決定要因が注目されている
（WHO, 2003）。特に、地域住民の信頼・規範・
ネットワークから構成される「ソーシャル・
キャピタル」（Putnam et al,1993）は、それが
豊かな地域の住民ほど健康なことが明らか
にされつつある。ソーシャル・キャピタルは
「地域の絆」とも言いかえることができ、死
亡率（Kawachi et al,1997）や主観的健康感
（Subramanian et al, 2001）などとの関連が報
告されている。一方、ソーシャル・キャピタ
ルを高める具体的な方策については、エビデ
ンスが蓄積されているとは言い難い。 
運動を一緒に実施することで、コミュニケー
ションが深まったり、新たな人的ネットワー
クにつながるため、ソーシャル・キャピタル
を高める可能性をもつと考えられる。すなわ
ち、地域の中で多くの人が共に運動できるよ
うな仕掛けを作ることができれば、その地域
のソーシャル・キャピタルを高めることが可
能かもしれない。 
中高年者が運動しない主な理由として「機
会・場所・仲間」の不足が挙げられている。
そのため、地域住民の運動を促進する方法と
して、体操リーダーなど「運動支援ボランテ
ィア」の活用が期待されている。運動支援ボ
ランティアは各自治体で様々な形で養成さ
れている。しかし、運動支援ボランティアに
よる住民が共に運動できる仕掛け、つまり運
動のための「場づくり」を広く行った場合の、
ソーシャル・キャピタルへの影響についは、
未だ検討されていない。 
 これまでに応募者は、運動支援ボランティ
アによる自主グループ活動は、①地域住民の
身体活動量と肥満度の改善（甲斐ら, 2008）、
②ボランティア自身の生活満足度の向上（甲
斐ら, 2010）につながることを報告してきた。
これらの研究の中で、運動支援ボランティア
の活動が成熟するとともに、生理的な変化に
は現れない「地域の絆」や「お互いの信頼」
が高まる過程を実感してきた。そこで、この
「運動の社会的効果」ともいうべき側面に着
目し、地域で運動支援ボランティアを養成し、
ボランティアが活動しやすい環境を整え、地
域住民の運動の場づくりを促進することが、
地域のソーシャル・キャピタル向上につなが
るという仮説を設定するに至った。 
 
２． 研究の目的 
 
 本研究では、地域住民を運動支援ボランテ
ィアとして養成し、運動の自主グループを主
催した前後のソーシャル・キャピタルの変化
を明らかにする（個人レベル：研究 1）。次に、
自主グループに参加する地域高齢者の自主
グループ参加前後のソーシャル・キャピタル
の変化を明らかにする（小集団レベル：研究
2）。最終的に、当該地域で 100人以上の運動

支援ボランティアを養成し、地域における運
動の場づくりが地域全体のソーシャル・キャ
ピタルにどのような影響を与えるかを検証
する（地域レベル：研究 3）。 
 
３． 研究の方法 
 
(1) 本研究で扱う運動 
自主グループで実践する運動は、筑波大学
の大藏らによって開発されたスクエアステ
ップエクササイズ（以下SSE）を採用した。SSE
の採用理由は、①転倒予防効果等が実証済み、
②達成感や満足感を得られコミュニケーシ
ョンを重視した運動、③ある程度トレーニン
グされた住民ならば自主グループを主催可
能な点である。以上から、健康効果に加えて、
社会的ネットワークへの寄与や地域での展
開のし易さをも兼ね備えた運動と判断した。 
 
(2) 対象者 
1) 個人レベル 

SSEの指導ができる運動支援ボランティア
（SSEリーダー）を養成した。当事業への募
集は、茨城県笠間市の広報誌および市職員の
声掛けによって行われた。 
 
2) 小集団レベル 

SSEリーダーによって作られた運動自主サ
ークルに通う一般参加者およびリーダーを
対象とした。 
 
3) 地域レベルでの検証 
要介護認定を受けていない全市民に対し
郵送による悉皆調査を行った。 
 
(3) 調査項目 
ソーシャル・キャピタルを反映する項目と
して以下の 9項目を評価した。各項目は 5択
で回答を求めた（例： そう思わない ①ど
ちらかといえばそう思わない ②どちらと
もいえない ③どちらかといえばそう思う 
④そう思う）。 
 
1)自分が住んでいる地域の人のことを、よく
知っていますか。 
2)普段の近所づきあいの頻度は、どのくらい
ですか 
3)健康に関する情報を交換したり、相談した
りできる人は地域にいますか。 
4)地域に対して、愛着を持っていますか 
5)地域の一員であることを、誇らしく思いま
すか。 
6)自分は地域の価値ある一員だと思いますか。 
7)地域の人は、多くの場合、他の人の役に立
とうとすると思いますか。 
8)地域の人は、信頼できると思いますか。 
9)一般的に、人は信頼できると思いますか。 
 
上記の 9 項目に加え、「家族や親せき以外
で、健康状態が気になる人は、すぐに思いつ



くだけで、地域に何人いらっしゃいますか」
を尋ね、人数の記入を求めた。 
 
４．研究成果 
 
(1) 個人レベルでの検証 
 SSEリーダーの特徴を把握するために、ソ
ーシャル・キャピタル 9問の合計得点を比較
した（図 1）。リーダーとの比較対照群として、
SSEサークルの一般参加者と、住民向け測定
会の参加者のデータを設定した。 
リーダーになる者は元々、サークルの一般参
加者および一般住民に比べソーシャル・キャ
ピタルが高いことが分かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
各群において 1年後の調査において、ソー
シャル・キャピタル合計得点に有意な変化は
なかった。しかし、「家族や親せき以外で、
健康状態が気になる人の数」はリーダー群に
おいてのみ有意に増加した（図 2）。リーダー
しての活動により、一般のサークル参加者を
気遣うことが多くなったと推察される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 小集団レベルでの検証 
 2 年間の追跡期間において運動サークル参
加者（リーダと一般参加者を含む）のソーシ
ャル・キャピタル項目には大きな変化みられ
なかった。図 3に示すとおり、サークル参加
者は元来ソーシャル・キャピタルが高い者が
多く、上り幅が少ないこと（天井効果）が影
響していると推察される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3) 地域レベルでの検証 
 2009 年度は 16 名であったリーダー数は
2013年度には、161名にまで達し、目標の 100
名を大幅に上回った。 
平成 25 年度に実施した悉皆調査では回答者
（8887名）の8.1%がSSEの実施経験があり、
笠間市民の約 3割が SSEを経験・認知してい
た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 本課題ではソーシャル・キャピタルの簡易
的評価項目として「困ったときの相談相手の
有無」を調査し、SSEの認知・参加状況で当
該項目を比較した。 
 SSEの経験がある者は、SSEを知らない者
に比して相談相手がいる者の割合が顕著に
高かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
我々の最近の調査から SSE活動拠点（公民
館など）に高齢者が通える範囲は約 3kmであ
ることが分かってきた。図 6に SSEの活動拠
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点の有効範囲を 3km と仮定した場合におけ
る、笠間市全体に対する SSEの有効活動圏を
2010年と 2013年ごとに示した（Arc GISによ
り作成）。2010年は 6ヵ所 7サークルであっ
たが 2013 年には 21 ヵ所 24 サークルまで増
加した。図 6からも飛躍的に SSEの活動圏が
拡大していることがわかる。本プロジェクト
によって高齢者が気軽に運動ができる場所
が笠間市全体で増加した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(4) まとめ 
 運動支援ボランティアの養成により、笠間
市全体の SSE の活動拠点は飛躍的に増加し
た。運動支援ボランティアとして活動する者
や運動サークルの一般参加者は、元来ソーシ
ャル・キャピタルが高く、多くの項目におい
て活動による変化は認められなかった。ただ
し SSEリーダーとして 1年間活動することで、
「家族以外で健康状態が気になる人の数」が
有意に増加した。今後は、ソーシャル・キャ
ピタルが低い集団・地域において、当該活動
が根付くのか、またソーシャル・キャピタル
が醸成されるのか改めて検討する必要があ
る。 
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